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 入札、開札の日時、場所及び提出方法 電
子入札方式により提出すること。
ただし、発注者の承諾を得た場合は、紙に
より上記４のへ持参し、提出すること。
 入札（開札）日時：入札書の提出期限は、
別表１のに示す期間内。開札は、別表１
のに示す日時。
 開札場所：金沢広坂合同庁舎７階入札室
 入札保証金の納付等に係る書類の提出期
間、場所及び方法
 提出期間：別表１のに示す日時。
 場所：上記４のに同じ。
 提出方法：持参、郵送により提出するこ
と。

５ その他
 入札及び契約手続において使用する言語及
び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。
 入札保証金及び契約保証金
 入札保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行金沢支店）。
ただし、以下の条件を満たすことにより
入札保証金の納付に代えることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行金沢支店）。
イ 金融機関の保証（取扱官庁 北陸農政
局）。
また、入札保証保険契約の締結を行った
場合又は金融機関若しくは保証事業会社
（公共工事の前払金保証事業に関する法律
（昭和27年法律第184号）第２条第４項に
規定する保証事業会社をいう。以下同じ。）
の契約保証の予約を受けた場合は、入札保
証金を免除する。
 契約保証金 納付（保管金の取扱店 日
本銀行金沢支店）。
ただし、以下の条件を満たすことにより
契約保証金の納付に代えることができる。
ア 利付国債の提供（保管有価証券の取扱
店 日本銀行金沢支店）。
イ 金融機関若しくは保証事業会社（公共
工事の前払金保証事業に関する法律（昭
和27年法律第184号）第２条第４項に規
定する保証事業会社をいう。）の保証（取
扱官庁 北陸農政局）。

また、公共工事履行保証証券による保証
を付した場合又は履行保証保険契約の締結
を行った場合は、契約保証金の納付を免除
する。

 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は確認資料に
虚偽の記載をした者の入札及び入札に関する
条件に違反した入札は無効とする。
 配置予定技術者の確認 落札者決定後、一
般財団法人日本建設情報総合センターの「工
事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」等によ
り配置予定技術者の専任制違反の事実が確認
された場合、契約を結ばないことがある。
なお、種々の状況からやむを得ないものと
して承認された場合のほかは、配置予定技術
者の変更は認められない。
また、落札者となった者は、落札決定後、
契約締結までに配置予定技術者が営業所の専
任技術者と重複していないことが確認できる
資料を提出するものとする。
 手続における交渉の有無 無。
 契約書作成の要否 要。
 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を当該工事の請負契約の相手方との随意契
約により締結する予定の有無 無。
 施工体制確認のためのヒアリングを実施す
るとともに、その際、追加資料の提出を求め
ることがある。
 低入札価格調査を受けた者との契約につい
て
 低入札価格調査を受けた者との契約に係
る契約保証金の額は、請負代金額（本契約
締結後、請負代金額の変更があった場合に
は、変更後の請負代金額。以下５のの
及びも同様。）の10分の３以上とする。
 低入札価格調査を受けた者との契約に係
る前金払いの金額は、請負代金額の10分の
２以内とする。
 低入札価格調査を受けた者との契約に関
し、発注者より契約解除された場合の違約
金は、請負代金額の10分の３に相当する額
とする。

 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４のに同じ。

 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２の及びに掲げる一般競争
参加資格の認定を受けていない者であって
も、上記４のにより申請書、確認資料及び
入札時の技術提案を提出することができる
が、競争に参加するためには、開札の時まで
に、当該競争参加資格の認定を受けていなけ
ればならない。
 契約締結後のＶＥ提案
 契約締結後、受注者は、設計図書に定め
る工事目的物の機能、性能等を低下させる
ことなく請負代金額を低減することを可能
とする施工方法等に係る設計図書の変更に
ついて、発注者に提案することができる。
提案が適正と認められた場合には、設計図
書を変更し、必要があると認められた場合
には請負代金額の変更を行うものとする。
詳細については、特別仕様書による。
 ＶＥ提案内容については、その後の工事
において、その内容が一般的に使用されて
いる状態となった場合は、無償で使用でき
るものとする。ただし、工業所有権等の排
他的権利を有する提案については、この限
りではない。
 発注者がＶＥ提案を適正と認め、設計図
書の変更を行った場合においてもＶＥ提案
を行った建設業者の責任が否定されるもの
ではない。

 電子入札について
 電子入札方式による手続き開始後に、紙
入札方式への途中変更は原則的に行わない
ものとするが、入札参加者にやむを得ない
事情が生じた場合には、発注者の承諾を得
て紙入札方式に変更するものとする。
 電子入札方式に障害等やむを得ない事情
が生じた場合には、紙入札方式に変更する
場合がある。
 電子入札方式に係る運用については、「農
林水産省電子入札運用基準標準例」（北陸農
政局ホームページ：https://www.maff.go.
jp/hokuriku/bid/index.html）によるもの
とする。

 第１回の入札に際し、入札書に記載される
入札金額の内訳金額を入力した工事費内訳書
を提出すること。

 低入札価格調査対象工事に係る品質確保等
の対策について 開札の結果、低入札価格調
査の対象工事となった場合は、「低入札価格調
査対象工事に係る品質確保等の対策につい
て」（平成18年４月25日付け18農振第177号農
村振興局整備部長通知）に基づき、次のとお
り実施する。
 監督体制の強化等
ア 施工体制の点検 施工体制台帳提出時
に施工体制の確保を図るため、主として、
一般管理費等、現場管理費の構成項目の
内訳費用の詳細について提出を要請し、
施工体制確認の追加資料との整合を確認
する場合がある。
さらに、「施工段階確認実施要領」（令和
３年３月30日付け２農振第3742号農村振
興局整備部設計課長通知）に基づき、施
工段階確認について、重点的に確認すべ
き時期及び内容等を受発注者間で確認
し、施工計画書に明記しなければならな
い。
なお、事前通告をしないで点検するこ
とがある。
イ 下請契約状況の調査 低入札価格調査
ヒアリング時に下請契約計画書を提出
し、施工体制確認のための追加資料との
整合を確認し、その後契約内容の詳細に
ついて提出を求める場合がある。
なお、事前通告をしないで点検するこ
とがある。

 低入札価格調査対象工事に係る対策につい
て
 次に示す段階において、監督職員が文書
により受注者に不備の指摘及び改善を指示
した場合、その回数に応じ以下の対策を講
ずることとする。
ア 施工確認段階
イ 施工体制点検段階（施工体制確認のた
めの追加資料との整合確認を含む）
ウ 下請け契約状況調査における下請支払
の実態把握段階（施工体制確認のための
追加資料との整合確認を含む）

 上記５ののに示す文書指示を受けた
場合、以降の１年間において北陸農政局管
内の別の新規工事における総合評価落札方
式による加算点を50％減ずる。
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